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平成24年度家庭エコ診断推進基盤整備事業
民間企業等試行実施事業 実施報告

セコム株式会社
社会・環境推進部

２０１３年２月１８日
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会社概要
 セコム株式会社

 本社所在地：東京都渋谷区神宮前一丁目5番1号

 設立年月日：昭和37年7月7日

 総グループ社員数：50,757人（2012年4月1日現在）

 連結売上高：6,791億円（2012年3月期）

 事業概要
昭和37年に日本で初めての警備保障会社として創業。

主力のオンライン・セキュリティシステムでは、企業で約86万3000件、

家庭で約85万3000件、合計で約171万6000件（日本国内･2012年9月末現在）

のご契約先を有しています。

平成元年には「社会システム産業」を宣言。

セコムグループとしてセキュリティ、防災、メディカル、

保険、地理情報サービス、情報系事業などを展開。

セキュリティで培った安全のネットワークをベースに、

安全・安心で快適で便利なサービスシステムをトータルで

提供する、新しい社会システムづくりに取り組んでいます。
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平成24年度うちエコ診断実施概要
 実施期間 平成24年7月12日～平成25年2月28日
 募集対象 セコム・ホームセキュリティユーザー
 募集範囲 ●関東圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）

●関西圏（大阪府、京都府、兵庫県）
 目標件数 100件
 診断員数 14名
 ご案内方法 ●ＤＭ発送

●顧客訪問による案内
 実施件数 108件（2月28日までの見込み）
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セコムの参加目的

温室効果ガス排出量が増加傾向にある家庭部門の省エネ
対策は重要であるという認識のもと、本事業を通じて社会に
貢献したいと考えます。

また、「うちエコ診断」を弊社のホームセキュリティユーザー
へのサービスとして試行することで、環境保全に対する各家
庭の取り組み方やニーズ等の情報収集を行い、弊社サービ
ス拡充の参考とします。

タイプ２による実施
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①診断件数の拡大

よりスムーズに受診件数を上げることで、エコ活動の裾野を広げる。

お願い勧誘告知

DM発送 訪問、チラシ配付 訪問、説得

10件 42件 56件+ + ＝ 108件
（２月末見込み）

DMによる 10件 ：受診率0.01％
勧誘による 42件 ：受診率3％
お願いによる 56件 ：受診率4％

・7月約43,000部発送
・9月約44,000部発送

10月以降始動 12月以降始動

計 約1,400件計 約87,000部
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②診断内容の満足度とエコ活動の実践状況をリサーチ

○総合的な満足度

普通
20%

とても満足
15%
（36%）

やや不満
1%

満足
64%

（51%）

○診断内容の理解度

普通
7%

あまり理解できな
かった
2%

よく理解できた
40%
（51%）

理解できた
52%

（45%）

○提案内容の実行度

おそらく実施で
きる
67%

（66%）

あまりできそうにない

4%

必ず実施できそう
11%

（25%）

どちらともいえない
18%

○継続的な受診希望

そう思う
49%

（58%）

どちらともいえない
34%

あまりそう思わない

5%

そう思わない
3% とてもそう思う

9%
（6%）

○診断員の説明

理解できた
28%

よく理解できた
68%

普通
4%

理解できた
37%

よく理解できた
62%

普通
1%

○質問に対する診断員の回答

1月31日現在
までに実施した
79件のデータ

※（ ）は前年実施データによる

エコ活動を良く理解し、実践することでCO2削減効果をあげる。
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成果と今後への課題
＜成果＞

 CO2削減効果予測（79件の実績より）

 年間１．１㌧（１家庭当り、平均家族数2.8名）
参考：１人・１日・１kg×365日×2.8名＝1.0㌧

＜課題＞

 より効率的な受診者の拡大
 告知活動（DM、チラシ配付）だけでは大きな母集団を作れない。

対面による説得が必要。

事業活動（商品やサービスの販売）の一環として、
具体的な事例を切り口に他のエネルギーを含む
CO2全体の削減へと展開する方がより効果的か？
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ご清聴ありがとうございました。

セコム株式会社
社会・環境推進部
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講演４ 民間企業等における取組の実施報告

１. 生協の事業概要と実施概要

生協の事業概要

私たちパルシステムグループは、関東を中心に

1都9県の9の地域生協で構成する生協です。

｢安全で安心な商品｣を｢ご自宅までお届け｣する商品の供給を中心に、

健康、環境、住宅など組合員の普段のくらしを支えます。
東京、神奈川、千葉、埼玉、茨城、山梨、群馬 （栃木、福島、静岡）

｢うちエコ診断｣参加の目的

組合員家庭の省エネ活動を支援するため、

「うちエコ診断」を通じて、家庭の

エネルギー利用状況を診断した上で、

中立性・信頼性を確保したきめ細やかな

組合員支援の展開を目ざしています。

１. 生協の事業概要と実施概要

実施概要および体制

2013年度はパルシステムグループの

役職員･組合員が診断員となり、実施しました。

診断件数 実施 198件、目標 270件(73.3％)

受診対象者

組合員 及び 役職員を対象に、

うちエコ診断に試行的に取組みました。

診断員 グループ役職員及び組合員

受診者数 198人、回収 175人（回収率 88％）

うちエコ診断の満足度「省エネに役立つ」

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

受診者は90％以上の高い満足度が得られました。

受診後ｱﾝｹｰﾄ のまとめ
「事前ｱﾝｹｰﾄ」は、冷暖房・シャワー･車の行先･テレビはあまり意識せず使用しており、

普及啓発により削減が期待できます。

「診断ソフト」は、「CO2内訳」「総合診断結果」「ランキング」などが好評でした。

「診断員」は、面識の有無によらず、満足度は非常に高かったです。

２. 受診後ｱﾝｹｰﾄとりまとめ （満足度調査）

とてもそう思う,
35.3%

とてもそう思う,
35.6%

そう思う, 62.1%

そう思う, 55.6%

診断前
(N=116)

診断後
(N=45)

実施数 198件、回収 45件（回収率 23％）

受診家庭が診断後に導入した対策

・節水シャワーヘッド 38％

・交通手段の転換 16％

・低燃費者への買い替え 4％

・省エネ型エアコン 2％

きめ細かいアドバイスにより、

高い削減効果が得られました。

省エネ対策は、必要なタイミングに合わせた

情報提供が効果的なことが実証されました。

３. 3ヵ月後ｱﾝｹｰﾄとりまとめ（省ｴﾈ行動の実績）

受診者の声

・グラフ化して、実際の数値･平均値が
ひと目みて分かり良かった(茨城) 

・ランキングや削減目標にあわせた具
体的な改善方法を教えてもらえるので、
｢やってみよう｣という気になった(千葉)

・回収年や機器代など、細かい数値が
出ていて参考になりました(神奈川)

・診断を受け、改めて家中の家電を点
検
しました(茨城)

・アドバイスいただいたので、無理しない
で努力目標5％削減できそうです(山梨)

うちエコ診断を通じて、
受診者が選択した対策
によるCO2削減量

受診者が診断1ヶ月後に
実施した／近く実施する
対策によるCO2削減量

パルシステムの診断実績 は、

診断より２割多く削減 (実績値)

しました。2011年度の全国平均値

と比較しても、高い削減効果 が

示されました。

①

②

削減効果（推定値）

診断実績(推計値)をもとに、CO2削減量を推定すると 約 200ｔです。
2012年度パルシステム全体

約 1t／世帯／年 × 約 200世帯 ＝ 約 200 t／年
1世帯あたり削減量(年間) 2012年度の実施件数 推定される削減効果

４. 3ヵ月後ｱﾝｹｰﾄとりまとめ（CO2削減量推定）

0.8t0.8t 0.7t1.0t

パルシステム 全国平均 （平成２４年度）

1.0 ｔ

0.8 t

06 t

0.4 t

0.2 t

みなし みなし
0 t 診断時 削減量 診断時 削減量

① ② ① ②

５.課題および展望 （省エネ支援の方法）

（１）今年度の成果

全国平均(平成22年度)に比べ、

｢受診後ｱﾝｹｰﾄ｣ ｢3ヵ月後ｱﾝｹｰﾄ｣ ともに高い効果を示す結果が出ました。

（２） 今後の課題

① 運営体制の整備（診断員確保と実施団体の十分な教育体制）

生協と組合員、職員が社会状況変化に対応できる

知識を身につけた人材育成の担い手(診断員) が活躍する交流の場や、

学習・経験できる体制づくりが必要です。

② 人材育成と 活動の場づくり

今回の結果を定着・継続させるためにも、

運営体制の整備 と 定期的な｢活動の場づくり｣ が必要です。
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５.課題および展望 （今後の省エネ支援）

２）今後の展望

組合員の生活の向上と、暮らし方の転換のために生協ができること

組合員のくらし方の転換につながる支援を目ざします。

パルシステムは｢協同の力｣で

生活者がエネルギーを選択できる社会の実現を目ざして、

エネルギー消費量が増加する夏冬に、

省エネ･節電対策を、130万人へ呼びかけます。

組合員活動との連携
省エネ・節電により、くらしのエネルギー効率を高めることで、
過度の電力依存から脱却を目ざします。

省エネ機器や太陽光発電設備などの導入サポート
家庭の条件に適した省エネ機器･設備を選ぶため、省エネ効果や
費用等条件より組合員が比較･購入するために支援します。
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ＥＮＥＯＳエネルギー診断サービス

「Ｄｒ.おうちのエネルギー」

2013年2月18日

ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社

平成24年度

家庭エコ診断推進基盤整備事業シンポジウム

1
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2１．（１） エネルギー診断サービス概要（タイプ３）

“家庭のエネルギーのホームドクター”

専門の知識・技術を有するエネルギー診断士が、

お客様一人ひとりのご家庭を診断、

エネルギーに関する課題を解決するサービス

実際にご自宅に伺い調査を行うことで、きめ細やかな診断・提案が可能

告知

申込受付

お客様毎の最適プランをご提案

診断報告とお客様毎に
オーダーメイドした
プランをご提案

お客様のエネルギーライフを把握

ご家庭の省エネについて様々な視点から丁寧に診断

お客様のエネルギー意識などについても
ヒアリングを行い総合評価

住宅の断熱性能省エネ行動 機器の省エネ性能

診断訪問
(1回目訪問)

診断士による
現地調査

エネルギー
診断報告書

エネルギー
ライフプラン

提案訪問
(２回目訪問)

診断結果の
報告・提案

3
１．（２） 展開状況

診断士数 437名

認定店数 108店

診断士在籍都道府県

診断士不在都道府県

全国４３都道府県で約４４０名の診断士が誕生！診断活動を展開中

【12月末時点】

【診断士の育成について】

・省エネルギーセンター監修の「診断士
認定研修」を２泊３日で実施
[開催回数：42回（12月末時点）]

・研修では「省エネ知識」「コミュニケー
ションスキル」「タブレット端末操作
スキル」の習得を徹底指導

・筆記試験、実技試験を経て診断士
として認定

111 
193 

298 

480 

739 

1,008 

1,290 

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

診断件数推移（件、累計）

4
２．（１） 診断実績・成約実績

１．診断実績

２．成約実績（家庭エコ診断における「拡張サービス」）

お客様に「診断により得られるメリット」を十分に対面告知することで診断獲得増加

[展開当初]
・ﾎﾟｽﾃｨﾝｸﾞ
告知のみ

[告知方法修正]
・体面告知へ切替
・診断メリット訴求

買い替えによる光熱費削減・環境負荷低減メリットを具体的に説明することで、機器等の
成約にも直結（十分な説明時間を取れることから、高付加価値商品の成約にも繋がりやすい）

ヒット率は１０％前後と推定

診断項目 主な成約実績

エネルギー機器 太陽光発電、太陽熱温水器、エコジョーズ 等

家電製品 エアコン、冷蔵庫、照明器具 等

住宅関連商品 バスリフォーム 等

診断 診断

6月 8月 10月 12月

Ａ店 1,619枚 0件 8件 90件 194件

B店 50枚 4件 32件 39件 44件

C店 2,500枚 4件 2件 13件 12件

先行
3店

ﾎﾟｽﾃｨﾝｸﾞ
配布枚数

⇒「省エネにつながる行動面のアドバイス」とともに「機器性能」「住宅性能」についても
詳細にご報告を実施

5
２．（２） 受診者アンケート結果（抜粋、ｎ=５２）

・省エネ／光熱費削減が主な受診動機 ⇒ 環境以外にも診断ニーズを引き出すキーワードがある
・自宅で出来ていない省エネ行動や、「冷蔵庫／照明／エアコン」など故障しないと買い替えない商品への関心が高い
⇒ 診断を通じた具体的な提案が、省エネ機器導入へのキッカケとなる可能性

Ｑ１．診断サービスを受けられた主な目的は何でしたか？

Ｑ２．「エネルギー診断結果のご報告」内容で興味を
持たれたものはありましたか？（複数回答）

Ｑ３．ライフスタイル等を十分聞いたうえで提案をしてくれましたか？

Ｑ４．今回の提案は、ご家庭で実施できそうな提案になっていましたか？

Ｑ５．診断サービスについての総合的な満足度についてお答えください。

我慢しないで省エネしたい 38%
光熱費を減らしたい 31%
節電対策をしたい 17%
環境によい生活をしたい 12%

自宅の省エネ評価 50%
自宅のエネルギー使用量 42%

自宅で未実施の省エネ行動 54%
ライフスタイルの省エネ度 35%

冷蔵庫 50%
照明器具 48%
エアコン 29%
テレビ 17%
給湯器 17%
ガスコンロ 8%

住宅の省エネ度 44%

総合評価

省エネ
行動

省エネ
機器

住宅性能

十分に聞いてくれた 42%
85%

聞いてくれた 42%
普通 13%
少し押し付け気味だった 0%
押し付け気味だった 0%

必ず実施できそう 6%
60%

おそらく実施できる 54%
どちらともいえない 35%
あまりできそうにない 4%
できそうにない 0%

とても満足 21%
77%

満足 56%
普通 23%
やや不満 0%
不満 0%
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6
２．（３） 家庭エコ診断事業取り組み総括

１．診断士数はほぼ順調に増加

２．診断件数も順調に推移（但し、診断士毎にバラツキあり）

３．より幅広くご家庭のｴﾈﾙｷﾞｰｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行うための取り組みを展開

2012/2月

２４名

6月

１７９名

12月

４３７名

2013年度中目標

１，０００名

先行展開開始 一般展開開始 現時点の配置 全国体制確立

太陽光発電コンロ 窓・水まわり・
リフォームなど

給湯器・ｴﾈﾌｧｰﾑ 家電製品

認定店 幅広い提供体制を検討・構築中

1,019件（20.4件／人）

218件（4.4件／人）

53件
（0.2件／人）

「全体的な診断士
レベル底上げ」
「社会的認知向上」
が必要

ＴＯＰ５０

５１～１００位

１０１～４３７位

診断件数

１，２９０件
（12月末時点、累計）

（内訳）

[診断件数ランキング]
上位50名の診断士で
診断件数全体の約８割

省エネ・節電アドバイス

診断士

＋ ＋

【省エネ行動】 【機器の省エネ性能】 【家電・住宅の省エネ性能】

7
３．（１） 家庭エコ診断事業の課題

１．家庭エコ診断自体の認知度不足

（１）マス媒体等による積極的な認知度向上策がなく、消費者認知が足りない

（２）当面は「環境省～地域～民間企業」が足並みを揃え、消費者への認知度

向上に継続的に取り組む必要あり

２．「診断による消費者メリット」の理解不足（伝達不足）

（１）「診断をすることで消費者が得られるもの」が十分伝わっておらず、「訪問される

煩わしさ」や「時間拘束」により消費者の心理的ハードルが高い

（２）認知度向上策とあわせ、消費者に対し、「診断により環境や家計にやさしい

生活が得られる」とのメリット訴求が必要

３．受診者に具体的な改善取り組みを促す促進施策の不足

（１）環境負荷を大きく改善する省エネ機器買い替えに対し初期費用負担感大

（２）買い替えによるエコポイント獲得等、大きな枠組みでの導入促進策が必要

（１）診断士養成から実践力強化・提案力強化まで、人材育成をバックアップ。

（１）事業者が任意に設定した顧客条件から診断アプローチ先を抽出、
商圏防衛の強力なツールとして活用。

（２）診断による得られた膨大な顧客データを活用し、お客様のエネルギー
ライフを診断後もサポート。

（１）Ｄｒ．おうちのエネルギー全国体制確立後、各メディアを活用した広報活動を展開予定。

（２）メディアにより興味を持っていただいたお客様へ、より診断サービスを身近に感じて
いただくための特設ＷＥＢサイトを開発中。

8
３．（２） 来年度以降の取り組み

１．人材育成研修体系の充実

２．顧客マーケティングシステムのリリース

３．メディア戦略・ＷＥＢ戦略の推進

診断士認定研修
（２泊３日）

実践力強化研修
（１日）

アドバイザー研修
（仮、検討中）

診断士の養成・認定 診断・報告スキル強化 商品提案力強化

Copyright  2011ＪＸ Nippon Oil & Energy Corporation All Rights Reserved. 9

ご清聴ありがとうございました
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講演４ 民間企業等における取組の実施報告

成約御礼

民間における取組の実施報告タイプ３

「ＥＣＯエネシミュレーション《リフォーム版》」

を用いた診断実施について

ミサワホーム株式会社

ストック事業本部 三田村 聡

実施概要

成約御礼

体 制 受診対象

全国1,000名の

リフォームエンジニアが診断

ミサワホームのオーナー様

ミサワホーム以外の戸建・マンション

実施概要

成約御礼

診断の流れ

診
断
募
集

事
前
調
査
票
記
入

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
入
力

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
結
果
報
告

ア
ン
ケ
ー
ト
実
施

リ
フ
ォ
ー
ム
提
案

実施概要

成約御礼

ソフトの概要

ＣＯ2削減・光熱費削減効果

がわかる

断熱改修・高効率設備等

が提案可能

実施概要

成約御礼

告知・募集

キャンペーン イベント

成果

成約御礼

取組成果

診断をキッカケに省エネ改修提案

ソフト比較検証への協力

⇒ 新規の一般顧客への浸透が図れず、

省エネ改修増へのフックにはならなかった。

⇒ 建物（ハード）の省エネ提案に特化し、機能を一層強化
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３．ポスターセッション 

 

 

 

（１） 地域協議会 

 

① 北海道うちエコ診断地域推進協議会 

② 福井県うちエコ診断地域協議会 

③ 徳島県環境コンシェルジュ協議会 

④ 静岡県うちエコ診断事業化研究会 

⑤ 兵庫県環境コンシェルジュ分科会 

⑥ 徳島県環境コンシェルジュ協議会 

⑦ 佐賀県うちエコ診断推進コンソーシアム 

⑧ かわさきうちエコ協議会  
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060-0004
4 4 1

TEL: 011-218-7881 FAX: 011-218-7812
HP: http://www.heco-spc.or.jp

179

…

NPO NPO

( )

H24

etc…

etc.
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〒〒654-0037 神戸市須磨区行平町3-1-31

Tel：078-735-2738 Fax：078-735-2292

E-mail：maeda-k@eco-hyogo.jp

兵庫県環境コンシェルジュ検討分科会
担当：㈶ひょうご環境創造協会 環境創造部 前田

【実施概要および体制】

【課題および展望】【今年度の成果】

【うちエコ診断事業の取組成果】 平成23年度診断時のソフトによる推定 ＜CO2削減効果＞

●H23うちエコ診断によるCO2削減量 ：１０６ｔ/年（N=162)

●受診世帯あたりのCO2みなし削減量：６５６kg/年（N=162) 

●選択率：２０％（N=243) 実施率：５９％（N=243:162換算） （※ 削減率=削減量/CO2発生量）

※３カ 月後アンケートで回答の
あった受診者(162名）を対象に算定

うちエコ診断事業の経過

兵庫県環境コンシェルジュ検討分科会
● 2012年10月30日、兵庫県うちエコ診断協議会の下に分科会として設置。

兵庫県環境コンシェルジュ検討分科会設置要綱

（目的）
第１条 地域連携によるうちエコ診断実施をめざして、将来的に自立的運営ができるしくみとしての「環境コン
シェルジュ協議会方式」を検討するため、兵庫県うちエコ診断協議会の下に「兵庫県環境コンシェルジュ検討分
科会」（以下「コンシェルジュ検討分科会」という。）を設置する。

（所掌事務）
第２条 コンシェルジュ検討分科会は、次の事項について協議・検討を行う。
（１）環境コンシェルジュ協議会方式のしくみに関すること
（２）環境コンシェルジュ協議会方式の自立的運用の可能性に関すること
（３）環境コンシェルジュ協議会方式によるうちエコ診断受診者の満足度の検証に関すること
（４）環境コンシェルジュ協議会方式によるうちエコ診断受診者個人情報保護問題等に関すること
（５）その他、コンシェルジュ検討分科会の目的を達成するために必要な事項に関すること

（構成）
第３条 コンシェルジュ検討分科会は、学識経験者、民間企業、業界団体、行政機関及び各種団体等で構成す
る。

（会長）
第４条 コンシェルジュ検討分科会に会長を置く。
２ 会長は、会員の中から互選により選出する。
３ 会長は、コンシェルジュ検討分科会を代表する。

（会議）
第５条 コンシェルジュ検討分科会は会長が招集する。
２ 会長は、必要に応じて、コンシェルジュ検討分科会に専門家等の出席を依頼し、助言を求めることができる。

（事務局）
第６条 事務局は、財団法人ひょうご環境創造協会内に置く。

（委員の費用弁償）
第７条 分科会委員が本分科会に出席したときは、財団法人ひょうご環境創造協会が同協会規程に基づいて
旅費を支給する。但し、自治体関係者には支給しない。

（その他）
第８条 その他この要綱に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。

附 則
この要綱は、平成２４年１０月３０日から施行する。

兵庫県
宝塚市
高砂市
篠山市
洲本市
南あわじ市
淡路市 等

IGES関西研究センター
兵庫県立大学
ひのでやエコライフ研究所
ひょうご新民家21
環境プランナー協議会
地球環境関西フォーラム 等

関西電力
大阪ガス
兵庫県電機商業組合
エディオン
ケーズホールディングス
コープこうべ
兵庫県板硝子商工業組合 等

● うちエコ診断受診後アンケートによる受診者ニーズ調査
■調査期間：2012年11月～2013年1月 ■アンケート回収数：140（人）
■内容：受診後アンケートに設問を追加し、冷暖房（電気）～太陽光発電の17分野について、 「さらに詳しく知りたい」内容を調査。

●うちエコ診断員・事務局報告書の「診断項目以外で提案した内容」および
「受診者からの要望」に記入された内容を整理し、受診者ニーズを調査。（N=286）

● 平成25年度は、自立的運用を探るための試行を実施予定。

自立的運用に向けて、「受診者に資料を提供することにより、その後の行動に効果を及

ぼすか」を、受診後アンケート、３カ月後アンケートにより調査する。

＜うちエコ診断員・事務局報告書のまとめ＞

うちエコ診断員・事務局報告書の「診断項目以外で提案した内容」および「受診者からの要望」という欄に記入された内容を整理す
ると、以下のとおりとなる。

● うちエコ診断対象期間：平成２４年４月～１２月
● うちエコ診断受診者数：７３２名
● 診断員が「兵庫県環境コンシェルジュ分科会」に有益な情報を記入した受診者数：２８６名
● 項目別記入数は下表のとおり （※複数項目記入があるため、記入数計は２８６を上回る）

削減率１３％（ N=243:162換算）

CO2削減率

13％ 選択率20％
実施率59％

1.価格等 2.使用方法等 3.購入先等 4.納期等 5.アフターサービス等 6.その他
小計

（1-6）
7.特にない 8.無回答 計

1. 冷暖房（電気） 6 29 3 0 6 1 45 （ 36 ） 77 27 149

2. 冷暖房（都市ガス） 3 8 0 1 1 0 13 （ 10 ） 95 35 143

3. 冷暖房（ＬＰガス） 2 8 1 0 1 0 12 （ 9 ） 94 37 143

4. 断熱（窓） 27 21 2 7 2 4 63 （ 39 ） 77 24 164

5. 断熱（家屋） 20 19 1 8 1 3 52 （ 33 ） 78 29 159

6. 給湯（電気） 7 17 1 1 4 1 31 （ 22 ） 89 29 149

7. 給湯（都市ガス） 4 6 0 1 3 3 17 （ 10 ） 97 33 147

8. 給湯（ＬＰガス） 2 10 0 0 1 0 13 （ 11 ） 94 35 142

9. 給湯（灯油） 2 5 0 0 2 0 9 （ 6 ） 100 34 143

10. 給湯（太陽熱） 12 8 3 3 8 2 36 （ 19 ） 87 34 157

11. 冷蔵庫 13 21 1 0 2 0 37 （ 31 ） 79 30 146

12. 照明 11 17 1 1 1 1 32 （ 25 ） 84 31 147

13. テレビ 2 15 0 0 1 1 19 （ 17 ） 89 34 142

14. 食器洗い 4 18 0 0 0 2 24 （ 21 ） 87 32 143

15. 衣類乾燥 1 7 0 0 0 1 9 （ 7 ） 99 34 142

16. 自家用車 7 14 1 0 1 0 23 （ 19 ） 89 32 144

17. 太陽光発電 19 9 5 5 9 2 49 （ 24 ） 83 33 165

※1-6に少な

くとも1つ☑を

付けた合計

人数

順位 項目 記入例 記入数

1 太陽光

・太陽光発電の試算
・太陽光発電システムとエコキュートについて詳しく説明した
・太陽光発電のシミュレーション
・太陽光発電設置時の家屋の耐久性
・事前アンケートにより太陽光発電に関心がおありだったので、補助金・相談センターを説明・案内した
・一軒家で日当たりが良かったので、太陽光発電システムについて説明

95

2 エアコン

・エアコン暖房と灯油暖房の価格差の違いの説明
・冷房と暖房のエアコン消費電力の違いの説明
・エアコンが16年になるため、買い換えの時は省エネタイプを選ぶこと
・エアコン購入時は能力一杯ではなく余裕能力が必要
・灯油暖房と比べたエアコン暖房の省エネ性を説明した

63

3 冷蔵庫
・冷蔵庫の省エネ変遷と詳細説明
・冷蔵庫更新の効果等の具体的な数値
・冷蔵庫買い替えについて省エネ基準達成率、年間消費電力量などを説明

39

4 扇風機
・冷房と扇風機の併用の効果
・冷暖房時の空気の撹拌（サーキュレーター、扇風機）
・暖房に扇風機を使用

37

5 その他家電

・各種家電製品の省エネ対策による効果試算（経産省）
・掃除機の消費電力についての質問があった
・家電製品買い替えのポイント
・洗濯機を新機種に更新して電気代の削減となることが確認されたが、その様な提案はないかを要望された

29

6 シャワー
・節電グッズ（節水シャワーヘッド）
・シャワーの時間が長いため、時間短縮をお願いするとともに、節水シャワーの効用を説明した

27

7 窓・サッシ

・全居室の2重窓、ペアガラスへの改造
・リビングなどに内窓設置で断熱の効果以外に、防音や結露防止のメリットもある
・全室に内窓のシミュレーション
・家の改造時には2重窓などの採用

20

8 エコキュート

・エコキュート導入は自治組合に聞かないと分からないとの由。本人は導入したい意向が強い
・エコキュート導入の価格ポイントの説明
・将来的には温水器をエコキュートにすれば、更に省エネとなる
・電気温水器は「エコキュート」へ変更したい

19

9 LED

・白熱電球と蛍光灯、LEDの利得
・LEDランプへの交換手順や考え方などについて提案
・リビングのダウンライトが現状、白熱灯（調光式）なので、電球型蛍光灯やLEDに変更可能か、一度、電気屋さんと相談
すること

16

10 エコカー
・ハイブリッド車とガソリンエコ車との二酸化炭素排出量の差
・エコカーへの買い替え
・参考として電気自動車燃料代（ガソリン車との比較）を説明

10

11
エコジョーズ
エコウィル
エネファーム

・給湯器のエコジョーズについて説明した
・ガス給湯器のエコジョーズとエコキュートについて詳しく説明した
・エコウィルを非常用電源として使いたいが、停電のときは、電気によるコントロール（制御）が出来ないため運転が出来な
い。現在電気なしで運転できる製品を開発中と聞くが、既設品には対応してくれるのだろうか
・エネファームの貯湯に対する考え方

7

その他
・住宅エコポイント
・給湯器の比較（電気・ガス、貯湯式と瞬間式、家族構成の変化との対応など） 10

362記入数計

2008年度
（H20年度）

2009年度
（H21年度）

2011年度
(H23年度）

2012年度以降
(H24年度～）

全国

ひょうご
環境創造

協会

兵庫県

兵庫県立
大学

IGES
関西研究
センター

2010年度
(H22年度）

うちエコ診断ソフト開発

事業スキーム構築

モデル実施 本格実施

経産省補助金
(約1千万円）

パイロット実施

診断員
養成

家庭エコ診断推進
基盤整備事業

環境コンシェル
ジュ制度

ＪＣＣＣＡ

環境省

診断施行
（296件）

診断施行
（440件）

診断施行
（640件）

2012年度目標
（400件）

委託

推奨ﾓﾃﾞﾙ
（1 ,746件）

診断施行
(4,662件）

2012年度目標
（10,000件）

委託

委託

委託

兵庫県うちエコ診断協議会：うちエコ診断事業スキームの展開

うちエコキッズ分科会：こども向け環境学習ソフトによる普及・啓発

うちｴｺｷｯｽﾞ CD
作成

(1,000部）

県内の全小
学校に配布

環境ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ検
討分科会

効果・検証、取りまとめ

診断施行
（243件）（HEMS32件）

2012年度目標
（ 800件）

委託

うちエコキッズ
WEBからダウンロード開始

診断員
養成

診断員
養成

委託 委託

（単位：人）

2012年度目標

1,200件

2月7日現在

972件実施

★達成率81％
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（２） 民間企業等 

 

① 一般社団法人 JBN 

② ＴＯＴＯ株式会社 

③ 株式会社ＬＩＸＩＬ 

④ 東彩ガス株式会社 

⑤ おひさま進歩エネルギー株式会社 

⑥ 日本興亜損害保険株式会社 

⑦ セコム株式会社 

⑧ パルシステム生活協同組合連合会 

⑨ ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社 

⑩ ミサワホーム株式会社  
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（発表者様からのお申し出により、p53を削除しました）
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CO2 -23.0 -21.0 -3.7  -62.6 -14.6 -7.6 -3.1
CO2 -1.6 -6.4 -0.25  -15.4 -7.6 -4.1 -35.4 
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４．パネルディスカッション 

 

■ テーマ 「持続可能な事業のツールとしての家庭エコ診断の可能性と展望」 

 

■ テーマ趣旨 

家庭における地球温暖化対策の取組として、家庭向けエコ診断制度による家庭エコ診

断に期待が寄せられている。多くの国民が受診することにより、家庭のエネルギー使用

状況や効果的な対策の内容が理解され、提案に基づく対策を実施いただくことが望まれ

る。 

現在、家庭エコ診断としては、地域に根差した展開、民間による展開により試行事業

を展開している。民間事業者は、診断実施に資する数々の資源として対策提案の専門性、

信頼感、顧客ネットワーク等を有する。その参画は、より具体的な診断を多くの国民に

提供するために欠かせない条件のひとつである。 

民間事業者の積極的な参画実現に向けて、“家庭の CO2 排出削減”と“事業者の利益

確保”の両立がカギである。本パネルディスカッションでは、今年度試行事業を経験し

た参加事業者の方々にご意見をいただき、議論を通じて民間事業者の持続可能な事業の

ツールとしての家庭エコ診断の可能性と展望について考えていきたい。 

 

■ ディスカッションの論点 

論点１ H24 年度試行事業者（民間試行事業者、協議会試行事業者）による今年度

事業を振り返っての総括 

論点２ 今後の展開に向けた課題と解決に向けた展望 

 

■ 登壇者 

コーディネーター 

東京工業大学ソリューション研究機構 特任教授 金谷 年展 氏 

パネリスト 

一般社団法人ＪＢＮ 環境委員会副委員長 小山 貴史 氏 

セコム株式会社 常務取締役総務本部長 中山 泰男 氏 

ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社 グループマネージャー 畑山 英一 氏 

埼玉家庭の省エネ推進協議会 事務局長 秋元 智子 氏 

環境省地球環境局地球温暖化対策課 課長補佐 増田 大美 氏 
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参考１：会場フロアマップ（全国町村会館２Ｆ） 

 

WC

WC

（女性）

（男性）

受付

ホール

エ
レ
ベ
ー
タ
ー

喫煙スペース

第2会議室

第3会議室第3会議室

第1会議室

講演・シンポジウム会場
（ホール）

第１会議室に掲示するものと同
じポスターを各団体１枚ずつ壁
面に掲示する予定。

ポスターセッション会場
（第１会議室）
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参考２：ポスター配置図（第 1 会議室） 

 

ポスター展示位置
＜地域協議会＞
① 北海道うちエコ診断地域推進協議会
② 埼玉家庭の省エネ推進協議会
③ 福井県うちエコ診断地域協議会
④ 静岡県うちエコ診断事業化研究会
⑤ 兵庫県環境コンシェルジュ分科会
⑥ 徳島県環境コンシェルジュ協議会
⑦ 佐賀県うちエコ診断推進コンソーシアム
⑧ かわさきうちエコ協議会

＜民間試行実施企業＞
⑨ 一般社団法人JBN
⑩ ＴＯＴＯ株式会社
⑪ 株式会社ＬＩＸＩＬ
⑫ 東彩ガス株式会社
⑬ おひさま進歩エネルギー株式会社
⑭ 日本興亜損害保険株式会社
⑮ セコム株式会社
⑯ パルシステム生活協同組合連合会
⑰ ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社
⑱ ミサワホーム株式会社

入口

⑤

⑥

①

②

③

④

⑦

⑧

⑪ ⑫⑨ ⑩

⑭

⑬

⑯

⑮

⑱

⑰
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